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連結株主資本等変動計算書 2019年４月１日から2020年３月31日まで

（単位：百万円）
　

株主資本

資 本 金 資本剰 余 金 利益剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2019年４月１日期首残高 54,346 67,970 112,777 △ 789 234,305

会計方針の変更による累積的影響額 △ 0 △ 0

会計方針の変更を反映した当期首残高 54,346 67,970 112,776 △ 789 234,304

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △ 6,645 △ 6,645

親会社株主に帰属する当期純損失(△) △ 43,992 △ 43,992

自己株式の取得 △ 0 △ 0

自己株式の処分 2 2

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － △ 50,638 1 △ 50,636

2020年３月31日期末残高 54,346 67,970 62,138 △ 787 183,668

　

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配 株 主
持 分

純 資 産 合 計その他有価証券
評価差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調整累 計 額

その他の包括
利益累計額合計

2019年４月１日期首残高 12,020 △ 7,271 △ 8,899 △ 4,150 16,249 246,404

会計方針の変更による累積的影響額 △ 0

会計方針の変更を反映した当期首残高 12,020 △ 7,271 △ 8,899 △ 4,150 16,249 246,403

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △ 6,645

親会社株主に帰属する当期純損失(△) △ 43,992

自己株式の取得 △ 0

自己株式の処分 2

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

△ 6,925 △ 12,727 △ 3,707 △ 23,360 △ 4,028 △ 27,388

連結会計年度中の変動額合計 △ 6,925 △ 12,727 △ 3,707 △ 23,360 △ 4,028 △ 78,025

2020年３月31日期末残高 5,094 △ 19,998 △ 12,607 △ 27,511 12,221 168,378
　

（注） 記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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連結注記表
1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数………………………………57社
主要な連結子会社の名称
株式会社ＮＴＮ袋井製作所、NTN BEARING CORP.OF AMERICA、NTN-SNR ROULEMENTS
　なお、連結子会社でありました恩梯恩ＬＹＣ（洛陽）精密軸承有限公司は、支配力基準により実質的に支配していると
　認められなくなったため、連結の範囲から除外しております。

② 主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称
光精軌工業株式会社、株式会社ＮＴＮ多度製作所

連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、総資産合計額、売上高合計額及び当期純損益のうち持分に見合う額の合計
額、利益剰余金等のうち持分に見合う額の合計額は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲か
ら除外しております。

　
（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した関連会社の数………………11社
主要な会社等の名称
東培工業股份有限公司、台惟工業股份有限公司
　なお、当社はPT. Astra NTN Driveshaft Indonesiaへ出資し、持分法適用関連会社としております。また、連結子会社で
　ありました恩梯恩ＬＹＣ（洛陽）精密軸承有限公司は、支配力基準により実質的に支配していると認められなくなったた
　め、連結の範囲から除外し、持分法の適用範囲に含めております。

② 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
主要な会社等の名称
（非連結子会社）

光精軌工業株式会社、株式会社ＮＴＮ多度製作所
（関連会社）

NTN-CBC(AUSTRALIA)PTY LTD.、太倉置田鍛圧有限公司
持分法を適用しない理由
持分法を適用しない関連会社は、いずれも連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、連結計算書類に重要な
影響を及ぼさないため、持分法の適用範囲から除外しております。

　
（3）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券

その他有価証券
時価のあるもの……………連結決算日の市場価格等に基づく時価法

評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。
時価のないもの……………移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ
時価法

ハ．たな卸資産
主として、総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定してお
ります。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社………定 額 法
在外連結子会社…………………主として定額法

ロ．無形固定資産(リース資産を除く)…定 額 法
なお、自社利用のソフトウエアについては、主として社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法によっております。

ハ．リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒経験率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
ロ．役員賞与引当金…………………役員に対する賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上し

ております。
ハ．製品補償引当金…………………当社グループの製品において、今後必要と見込まれる補償費用の支出に備えるため、その発

生予測に基づいて算定した金額を計上しております。
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④ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．ヘッジ会計の方法

ヘッジ取引の会計処理としては、繰延ヘッジを採用しております。振当処理の要件を満たしている為替予約については振当
処理によっております。特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。また、一体処
理（特例処理・振当処理）の要件を満たしている金利通貨スワップについては一体処理によっております。ヘッジ手段とし
ては為替予約、金利スワップ、金利通貨スワップを使用し、外貨建取引及び外貨建借入金の為替相場変動によるリスクと変
動金利の借入金の金利変動によるリスクの回避を目的に行っております。

ロ．退職給付に係る負債の計上基準
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額
を計上しております。
過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として15年）による定額法により
按分した額を費用処理しております。
数理計算上の差異は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として15年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益
累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。

ハ．消費税等の会計処理……………税抜方式によっております。
ニ．連結納税制度の適用……………連結納税制度を適用しております。

ホ. 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグルー
プ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納
税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）
第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項
の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

（追加情報）
1．新型コロナウイルス感染拡大にかかる会計上の見積りについて

新型コロナウイルスの感染拡大については、今後の広がりや収束時期など不確実性が高い事象であることから、当社グループ
は減損会計などの検討において、2021年３月期の一定期間、当該感染拡大の影響が当社グループの業績に影響を及ぼすとの仮
定を置き、会計上の見積りを行っております。

2. 会計方針の変更に関する注記

（IFRS第16号「リース」の適用）
一部の海外連結子会社において、IFRS第16号「リース」を当連結会計年度から適用しております。
IFRS第16号の適用については、IFRS第16号の経過的な取扱いに従って、当連結会計年度の期首において、累積的影響額を有形固
定資産、無形固定資産、リース債務、利益剰余金に加減しております。なお、当該会計基準の適用による連結計算書類への影響
は軽微であります。

3. 連結貸借対照表に関する注記

（1）有形固定資産の減価償却累計額 ……………… 782,273百万円

（2）国庫補助金等受入
国庫補助金等の受入による圧縮記帳額は、建物及び構築物404百万円、機械装置及び運搬具70百万円、土地798百万円、その他0
百万円であり、連結貸借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除しております。

（3）偶発債務等
（訴訟等）
① 海外におけるベアリング（軸受）の取引等に関し、ブラジル等の当社連結子会社が、競争法違反の疑いで当局の調査等を

受けております。
② 当社並びに当社の米国及びカナダ等の連結子会社は、他の事業者と共同してベアリング（軸受）の販売価格の引上げを決

定したとして、米国及びカナダにおいて複数の民事訴訟（クラスアクション）の提起を受けております。
③ 当社及び欧州の連結子会社２社は、仏国リヨン商業裁判所（Tribunal de Commerce de Lyon）においてRenault S.A.及び

同社のグループ会社計15社（以下、「ルノー」）より損害賠償額6,670万ユーロ（暫定額）を支払うよう求める訴訟の提起を
受けております。また、当社及び欧州の連結子会社２社は、英国商業裁判所（Commercial Court）においてFiat Chrysler
Automobiles N.V.及び同社のグループ会社計７社（以下、「FCA」）より損害賠償を求める訴訟の提起を受けております。こ
れらの訴訟は、2014年３月19日付の欧州委員会決定の対象となった欧州競争法違反行為に関連して、ルノー及びFCAが損害
を被ったとして提起されたものです。

④ 当社グループは、独占禁止法違反行為に関連して、今後、損害賠償請求を受ける可能性があり、これらの請求に対して適
切に対処してまいります。なお、その結果によっては当社グループの業績に影響を与える可能性がありますが、現時点で
はその影響を合理的に見積ることは困難であり、当社グループの経営成績及び財政状態に与える影響は明らかではありま
せん。
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4. 連結損益計算書に関する注記

（1）販売費及び一般管理費
販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。
給 料 及 び 手 当 33,269百万円
運 搬 費 15,057百万円
研 究 開 発 費 12,158百万円
減 価 償 却 費 5,462百万円
退 職 給 付 費 用 1,941百万円

　
（2）減損損失

当社グループは、製造用資産については管理会計上の事業区分に基づく工場等をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位と
し、本社及び営業用資産については共用資産としてグルーピングし、今後使用見込の無い資産については個別資産ごとにグル
ーピングしております。
下表の資産は、収益性の悪化等により、現時点において、将来キャッシュ・フローの見積期間にわたって回収可能性が認めら
れないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当連結会計年度において、その減少額29,001百万円を減損損失として
特別損失に計上しております。回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しており、売却や他の転用が困難な資
産については０としております。使用価値は各事業区分単位で将来キャッシュ・フローに対して主に６％の割引率を使用して
算出しております。

　

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

日本 製造設備他

建物及び構築物
機械装置及び運搬具

土地
建設仮勘定

有形固定資産(その他)
無形固定資産

4,360
16,355
　400
248
555
35

米州 製造設備 機械装置及び運搬具 5,517

欧州 製造設備他
建物及び構築物

機械装置及び運搬具
有形固定資産(その他)

273
1,220

34

合計 29,001

（3）独占禁止法関連損失
当社は、各国当局による独占禁止法違反に関する調査等に関連して、一部顧客と損害賠償に関する協議を行ってまいりました
が、交渉の長期化が当社の事業に与える影響等を総合的に勘案した結果、早期に友好的に解決することが両当事者の総合的利
益に適うと判断し、和解金を支払うことを決定いたしました。当該和解に伴い、当連結会計年度において745百万円を独占禁止
法関連損失として特別損失に計上しております。

（4）異常操業度損失
当連結会計年度において、異常操業度損失2,096百万円を特別損失に計上しております。これは、世界的な新型コロナウイルス
の感染拡大の影響により、一部の海外連結子会社が操業停止となった期間中にかかった固定費です。

5. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

（1）当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数に関する事項
普通株式……………………… 532,463,527株

（2）配当に関する事項
①配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2019年６月25日
定時株主総会

普通株式 3,987 7.5 2019年３月31日 2019年６月26日

2019年10月31日
取締役会

普通株式 2,658 5.0 2019年９月30日 2019年12月２日
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6. 金融商品に関する注記

（1）金融商品の状況に関する事項
当社グループは、短期的な運転資金を銀行借入により、長期的な設備投資、投融資資金等を銀行借入及び社債発行等により調
達し、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。
営業債権に係る顧客の信用リスクは、債権管理に関する社内規程等に従ってリスク低減を図っております。
当社グループにはデリバティブ業務に関する取引限度額及び報告義務等を定めたデリバティブ取引管理要領があり、この要領
に基づいてデリバティブ取引が行われております。デリバティブ取引は、外貨建債権・債務に係る将来の為替相場変動による
リスクの回避と社債及び借入金に係る将来の金利変動によるリスクの軽減を目的に、為替予約取引、通貨オプション取引、通
貨スワップ取引、金利オプション取引及び金利スワップ取引を利用する方針を採っており、当連結会計年度に利用したデリバ
ティブ取引は、為替予約取引、金利スワップ取引及び金利通貨スワップ取引であります。なお、投機を目的としたデリバティ
ブ取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把
握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれておりません（（注2）参照）。

（単位：百万円）
　

連結貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額

⑴現金及び預金 77,568 77,568 －

⑵受取手形及び売掛金 103,234 103,234 －

⑶電子記録債権 4,787 4,787 －

⑷有価証券及び投資有価証券 20,635 20,637 2

⑸短期貸付金 2,651 2,651 －

⑹支払手形及び買掛金 （48,675） （48,675） －

⑺電子記録債務 （68,684） （68,684） －

⑻短期借入金 （117,276） （117,276） －

⑼未払法人税等 （1,827） （1,827） －

⑽社債 （30,000） （30,199） （199）

⑾長期借入金 （215,140） （218,324） （3,184）

⑿デリバティブ取引 1,330 1,330 －
　

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
　

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
⑴現金及び預金、⑵受取手形及び売掛金、⑶電子記録債権、並びに⑸短期貸付金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑷有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所等の価格によっております。

⑹支払手形及び買掛金、⑺電子記録債務、⑻短期借入金、並びに⑼未払法人税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑽社債
当社の発行する社債の時価は、市場価格に基づき算定しております。

⑾長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方
法によっております。変動金利による長期借入金の一部は金利スワップの特例処理、または金利通貨スワップの一体処理

（特例処理・振当処理）の対象とされており（下記⑿参照）、当該金利スワップ、及び金利通貨スワップと一体として処理
された元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

⑿デリバティブ取引
当該時価は取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。
また、金利スワップの特例処理、及び金利通貨スワップの一体処理（特例処理・振当処理）によるものは、ヘッジ対象と
されている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております
（上記⑾参照）。

　
（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
　

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式

関係会社株式 20,861

その他 287
　

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もること等ができず、時価を把握することが極めて
困難と認められるものであるため、「⑷有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。
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7. １株当たり情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額…………………… 294円00銭
　

（2）１株当たり当期純損失(△)…………… △82円83銭

　

8. 重要な後発事象に関する注記

（1）工場稼働停止
当社グループは、新型コロナウイルス感染症の世界的大流行に伴う、各国政府からの要請又は指図や客先需要の停滞を受け、
2020年４月以降も国内及び海外の一部の工場で生産を一時的に停止しています。なお、これらによる会社の財政状態、経営成
績及びキャッシュ・フローの状況への影響について、現時点で合理的に算出する事は困難であります。

（2）多額な資金の借入
当社は、新型コロナウイルス感染症の影響などによる流動性リスクに備えるため、以下の通り借入の実施とコミットメントラ
イン契約の締結を行いました。
　1.資金使途：運転資金
　2.相手先：株式会社三菱ＵＦＪ銀行、株式会社日本政策投資銀行
　3.金額：① 30,000百万円の借入実施（利率は市場金利を勘案して決定）
　 ② 70,000百万円の極度額（現時点で極度額内の借入実施は無）
　4.開始時期：2020年５月18日
　5.期間：最長３年
　6.担保提供資産の有無：有（土地、建物、投資有価証券）

　

9. その他の注記

記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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連結キャッシュ･フロー計算書（要旨）（ご参考）

（単位：百万円）
　

科 目
当連結会計年度

( 2019 年４月１日から)2020 年３月31日まで

前連結会計年度

( 2018 年４月１日から)2019 年３月31日まで

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 43,749 43,224

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 61,807 △ 65,614

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 7,413 20,745

現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 △ 1,595 △ 969

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額(△ は 減 少) △ 12,240 △ 2,613

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 83,474 86,087

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △ 68 －

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 71,165 83,474
　

（注） 記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書 2019年４月１日から2020年３月31日まで

（単位：百万円）
　

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

資 本
剰余金合計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金合計買 換 資 産
圧縮積立金

繰 越 利 益
剰 余 金

2019年４月１日期首残高 54,346 67,369 67,369 8,639 2,578 26,084 37,302

当事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 6,645 △ 6,645

買換資産圧縮積立金の取崩し △ 105 105 －

当期純損失（△） △ 17,535 △ 17,535

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の当事業
年度中の変動額（純額）

当事業年度中の変動額合計 － － － － △ 105 △ 24,075 △ 24,180

2020年３月31日期末残高 54,346 67,369 67,369 8,639 2,473 2,009 13,122

　

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

2019年４月１日期首残高 △ 789 158,229 12,017 △ 0 12,017 170,247

当事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 6,645 △ 6,645

買換資産圧縮積立金の取崩し － －

当期純損失（△） △ 17,535 △ 17,535

自己株式の取得 △ 0 △ 0 △ 0

自己株式の処分 2 2 2

株主資本以外の項目の当事業
年度中の変動額（純額）

△ 6,925 0 △ 6,925 △ 6,925

当事業年度中の変動額合計 1 △ 24,178 △ 6,925 0 △ 6,925 △ 31,104

2020年３月31日期末残高 △ 787 134,051 5,091 － 5,091 139,143
　

（注） 記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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個別注記表
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式… 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの……………… 期末日の市場価格等に基づく時価法

評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。

時価のないもの……………… 移動平均法による原価法

　

（2）デリバティブの評価基準及び評価方法…時 価 法

　

（3）たな卸資産の評価基準及び評価方法…総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

により算定しております。

　

（4）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）…定 額 法

無形固定資産（リース資産を除く）…定 額 法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（5）引当金の計上基準

貸倒引当金…………………………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒経験率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

役員賞与引当金……………………………… 役員に対する賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき

計上しております。

退職給付引当金……………………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。過去勤務費用は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により按分した額を費

用処理しております。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退

職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定

式基準によっております。

製品補償引当金……………………………… 当社の製品において、今後必要と見込まれる補償費用の支出に備えるため、その

発生予測に基づいて算定した金額を計上しております。

（6）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

ヘッジ会計の方法…………………………… ヘッジ取引の会計処理としては、繰延ヘッジを採用しております。振当処理の要

件を満たしている為替予約については振当処理によっております。特例処理の要

件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。また、一

体処理（特例処理・振当処理）の要件を満たしている金利通貨スワップについて

は一体処理によっております。ヘッジ手段としては為替予約、金利スワップ、金

利通貨スワップを使用し、外貨建取引、外貨建貸付金及び外貨建借入金の為替相

場変動によるリスクと変動金利の借入金の金利変動によるリスクの回避を目的に

行っております。

消費税等の会計処理………………………… 税抜方式によっております。

連結納税制度の適用………………………… 連結納税制度を適用しております。

連結納税制度からグループ通算制度への

移行に係る税効果会計の適用……………… 当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和2年法律第8号）において創設

されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体

納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制

度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020

年3月31日）第3項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第28号 2018年2月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金

資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。
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（追加情報）

1．新型コロナウイルス感染拡大にかかる会計上の見積りについて

新型コロナウイルスの感染拡大については、今後の広がりや収束時期など不確実性が高い事象であることから、当社は減損会計な

どの検討において、2021年3月期の一定期間、当該感染拡大の影響が当社の業績に影響を及ぼすとの仮定を置き、会計上の見積り

を行っております。

2. 貸借対照表に関する注記

（1）有形固定資産の減価償却累計額… 360,288百万円
　
（2）国庫補助金等受入

過年度の国庫補助金等の受入による圧縮記帳額は、建物264百万円、機械及び装置35百万円、土地771百万円、その他11百万円

であり、貸借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除しております。

（3）偶発債務等

① 保証予約等

関係会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり保証予約等を行っております。

NTN USA CORP. 46,214百万円

NTK PRECISION AXLE CORP. 8,636百万円

NTA PRECISION AXLE CORP. 6,481百万円

合 計 61,333百万円

② 訴訟等

イ．当社は、他の事業者と共同してベアリング（軸受）の販売価格の引上げを決定したとして、米国及びカナダにおいて複数の

民事訴訟（クラスアクション）の提起を受けております。

ロ．当社及び欧州の連結子会社2社は、仏国リヨン商業裁判所（Tribunal de Commerce de Lyon）においてRenault S.A. 及び同

社のグループ会社計15社（以下、「ルノー」）より損害賠償額6,670万ユーロ（暫定額）を支払うよう求める訴訟の提起を受

けております。また、当社及び欧州の連結子会社2社は、英国商業裁判所（Commercial Court）においてFiat Chrysler

Automobiles N.V. 及び同社のグループ会社計7社（以下、「FCA」）より損害賠償を求める訴訟の提起を受けております。こ

れらの訴訟は、2014年3月19日付の欧州委員会決定の対象となった欧州競争法違反行為に関連して、ルノー及びFCAが損害を

被ったとして提起されたものです。

ハ．当社は、独占禁止法違反行為に関連して、今後、損害賠償請求を受ける可能性があり、これらの請求に対して適切に対処し

てまいります。なお、その結果によっては当社の業績に影響を与える可能性がありますが、現時点ではその影響を合理的に

見積ることは困難であり、当社の経営成績及び財政状態に与える影響は明らかではありません。
　
（4）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

金 銭 債 権…………… 107,346百万円

金 銭 債 務…………… 39,163百万円

　

3. 損益計算書に関する注記

（1）関係会社との取引高

売 上 高…………… 155,195百万円

仕 入 高…………… 91,799百万円

営業取引以外の取引高…………… 14,320百万円

（2）減損損失

当社は、製造用資産については管理会計上の事業区分に基づく工場等をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位とし、本社

及び営業用資産については共用資産としてグルーピングし、今後使用見込の無い資産については個別資産ごとにグルーピング

しております。

下表の資産は収益性の悪化等により、現時点において、将来キャッシュ・フローの見積期間にわたって回収可能性が認められ

ないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当事業年度において、その減少額12,704百万円を減損損失として特別損

失に計上しております。回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しており、売却や他の転用が困難な資産につ

いては0としております。使用価値は各事業区分単位で将来キャッシュ・フローに対して6%の割引率を使用して算出しておりま

す。

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

静岡県 製造設備
機械及び装置、建物、土地及

び構築物等
5,691

岡山県 製造設備
機械及び装置、建物、工具、

器具及び備品等
7,013

合計 12,704
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（3）独占禁止法関連損失

当社は、各国当局による独占禁止法違反に関する調査等に関連して、一部顧客と損害賠償に関する協議を行ってまいりました

が、交渉の長期化が当社の事業に与える影響等を総合的に勘案した結果、早期に友好的に解決することが両当事者の総合的利

益に適うと判断し、和解金を支払うことを決定いたしました。

当該和解に伴い、当事業年度において当社に帰属する370百万円を独占禁止法関連損失として特別損失に計上しております。

　

4. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末の自己株式の数………………普通株式 1,314,946株

5. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

（百万円）

繰延税金資産

退職給付引当金 9,509

関係会社株式評価損 9,207

関係会社出資金評価損 5,902

減損損失 5,674

繰越欠損金 1,991

未払費用等 1,476

投資有価証券評価損 1,450

貸倒引当金 1,200

製品補償引当金 314

その他 1,277

繰延税金資産小計 38,005

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △1,991

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △31,171

評価性引当額小計 △33,163

繰延税金資産合計 4,841

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 2,171

買換資産圧縮積立金 1,055

繰延税金負債合計 3,227

繰延税金資産純額 1,614

6. 関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等
　

属性 会社等の名称
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

子会社
恩梯恩（中国）
投資有限公司

所有
直接100%

恩梯恩（中国）
投資有限公司への
資金援助、
役員の派遣

増資の引受
（注１）

11,841 － －

子会社
NTN
TRANSMISSIONS
EUROPE

所有
直接100%

NTN
TRANSMISSIONS
EUROPEへの
資金援助、
役員の派遣

資金の貸付
（注２）

84
短期貸付金
長期貸付金

7,962
3,864

子会社
株式会社
ＮＴＮセールス
ジャパン

所有
直接100%

株式会社
ＮＴＮセールス
ジャパンへの
製品・商品の
販売、役員の派遣

製品・商品
の販売
（注３）

21,245 売掛金 11,371

債権の譲受
（注４）

3,576 未払費用 6,910

　

取引条件及び取引条件決定方針等

（注）１．恩梯恩（中国）投資有限公司の行った増資を、当社が上海恩梯恩精密機電有限公司株式の現物出資により引き受けた

ものであります。

２．資金の貸付は、市場金利を勘案した合理的な利率によっております。

なお、資金の貸付及び回収に係る取引金額は純額で表示しております。

３．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して決定しております。

４．グループ内の債権流動化を図るため、手形債権を譲受しております。
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7. １株当たり情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額…………………… 261円97銭
　

（2）１株当たり当期純損失(△)…………… △33円01銭

8. 重要な後発事象に関する注記

（工場稼働停止）

当社は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた政府による緊急事態宣言に基づく社会的要請や客先需要の停滞を受け、

2020年4月以降、国内の一部の工場で生産を一時的に停止しています。なお、これによる会社の財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況への影響について、現時点で合理的に算出する事は困難であります。

（多額な資金の借入）

当社は、新型コロナウイルス感染症の影響などによる流動性リスクに備えるため、以下の通り借入の実施とコミットメントライン

契約の締結を行いました。

　（１） 資金使途：運転資金

　（２） 相手先：株式会社三菱ＵＦＪ銀行、株式会社日本政策投資銀行

　（３） 金額：① 30,000百万円の借入実施（利率は市場金利を勘案して決定）

　 ② 70,000百万円の極度額（現時点で極度額内の借入実施は無）

　（４） 開始時期：2020年5月18日

　（５） 期間：最長3年

　（６） 担保提供資産の有無：有（土地、建物、投資有価証券）

9. その他の注記

記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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